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2022 年は中国にとって重要な年である。第

14 次 5ヵ年計画（2021-25 年）が実施され始め

たばかり，様々な政策措置の効果が徐々に現れ

る。一方，5 年に一度の共産党大会が今年後半

に開催される。10 年前の 18 次党大会に就任し

た習近平・李克強指導部は収穫の時期を迎え，

次の指導部が従来の政策実施を継続し，強化す

る措置を取るであろう。

本稿は，対外経済分野において，2012 年 11

月に開催された第 18 回党大会（18 大）に就任

した指導部，翌 2013 年 3 月に開催された第 12

期全国人民代表大会に選出された政府による

10 年間の執政を振り返って，成果をまとめ，

直面する問題点を指摘する。これを踏まえて，

現在実施中の 14 次 5ヵ年計画の目標と政策サ

ポート，及び全人代で公表した年度目標と政策

措置に基づき，対外経済関係分野に関する今後

の政策の方向性を検討する。
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中国の対外経済関係の

発展と課題，今後の動向
：第14次5ヵ年計画と党大会

中国の習近平･李克強指導部は就任して10年を経過し，今秋の党大会では指導部の交代が予定されている。

対外経済関係の分野において，この 10年間に大きな成果を得た。対外貿易，対内投資と対外投資はいずれ

も拡大し，世界に占めるシェアも拡大した。国家戦略として推進してきた事業として，一帯一路構想や，人民

元国際化，地域自由貿易協定（FTA）などは一定の成果を上げた。

対外開放を深化する政策措置として，自由貿易実験区が成功し，全国に拡大した。海南フリーポートは初め

ての試みとして始動した。実験区で成功した外資導入のネガティブリストはすでに全国に普及し，サービス分

野に拡大している。貿易に関する政策措置として，輸入促進策，越境ECの促進策が実施された。

現段階では，米国との貿易摩擦や対中制裁，コロナ感染症及び対ロシア制裁は中国の対外経済関係にマイナ

ス影響を与えている。

政策対応として，中長期的には対外開放の拡大，対外経済の安全保障，グローバルガバナンスへの積極参加

などに力を入れるが，短期的には主に貿易の安定化に注力する。

今後の政策方針の方向性として，一帯一路や FTAなど対外経済分野に「高品質，高水準」を求めると同時

に，経済制裁から守る措置，グローバルガバナンスへの参加が強化させることになろう。



Ⅰ 貿易・投資の拡大

習近平・李克強指導部が就任してからの 10

年間，中国経済は大きく発展した。経済成長に

伴い，対外経済分野においても大きな成果を遂

げ，対外貿易と対内対外投資の規模が大きく伸

び，世界における影響も拡大している。

中国の対外貿易の場合，2012 年に輸出は

2.05 兆ドル，輸入は 1.82 兆ドルであったが，

2021 年にそれぞれ 3.36 兆ドルと 2.69 兆ドル

に増えた（図 1 の左）。この期間中に 5.7％と

4.4％の年平均伸び率を記録した。中国の輸出

入の規模拡大に伴って，世界貿易に占める中国

のシェアも拡大している。中国の輸出が世界の

輸出全体に占めるシェアは 2012 年の 11.3％か

ら 2020 年の 15.0％に，輸入のシェアは同

10.0％から同 11.7％に上昇した（図1の右）。

一方，外国と関連する直接投資も拡大してい

る。諸外国からの対中国投資（以下対内投資と

いう）は 2012 年に 1117 億ドルであったが，

2021 年に 1735 億ドルまで増えた。また，中国

の対外投資は 21 世紀に入ってから始まったが，

2012 年に 878 億ドルに増え，ピーク時の 2016

年に 1961 億ドルに達し，対内投資を上回った

が，2021 年には 1452 億ドルである（図 2 の

左）。

中国の対内対外投資の増加により，世界にお

ける中国のシェアと順位も上昇した。国連貿易

開発会議（UNCTAD）のデータによると，中

国の対内投資のストック（残高）は 2020 年に

1.92 兆ドルであり，世界合計に占める割合は

4.6％であり，米国，オランダ，英国に次いで

4位である。2020 年中国の対外投資のストック

は 2.35 兆ドルに達し，世界の 6.0％を占め，

米国とオランダに次いで第 3 位である（図 2

の右）。

以上で分かるように，この 10 年間において，

対外貿易と直接投資はある程度成長し続け，と

くにコロナ感染症の悪影響が出た 2020〜21 年

にも減少せず，むしろ引き続き成長している。

しかし，WTO加盟直後の爆発的な急拡大には
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注：左は中国の輸出入額の推移。右は世界の輸出入全体に占める中国のシェア。

出所：中国税関統計，JETRO『世界貿易投資報告』。

図1 中国の輸出入と世界シェアの推移



及ばない。背景にはこの 10 年間，国内外に様々

な不利な影響が多かったためである。中国経済

の高成長が終焉し，労働市場の変化と環境・資

源の制約などにより，経済成長が低下すること

が「新常態」となった。外部環境も変化してい

る。中国の発展はグローバル化の恩恵を受けた

が，主要貿易相手国との貿易摩擦が激しくなる

という問題をもたらした。米国のトランプ政権

はグローバル化に反する政策スタンスをとり，

米中貿易摩擦が激しくなり，中国企業に対して

様々な理由で制裁措置を取った。

内外に不利な影響があったにもかかわらず，

中国の対外経済関係が引き続き発展できた背景

には，習近平・李克強を指導部とする中国政府

のこの 10 年間の対外経済関係分野における

様々な戦略・構想や政策措置が奏功したことが

あるといえよう。以下，取った措置の詳細と効

果を検証する。

Ⅱ 対外経済分野の様々な政策措置

この 10 年間，対外経済関係の分野において，

中国は様々な戦略，構想，政策を策定し，実施

している。

例えば，大きな戦略・構想として，一帯一路

と人民元の国際化，自由貿易が上げられる。国

内の対外開放を拡大させる政策措置として，自

由貿易実験区の設立と拡大，海南フリーポート

の建設などがある。貿易に関しては，輸入拡大

と越境 EC を奨励するようになった。対内投資

の産業別許認可については，ポジティブリスト

からネガティブリストに転換し，しかも毎年リ

ストを削減し，外資への市場開放を進めてい

る。

以下，こうした戦略と構想，政策と措置の詳

細な内容，実施の効果，直面する問題などを詳

細に検討する。

1．国家戦略としての事業

（1）一帯一路構想の推進

一帯一路構想はよく知られたように，陸上と

海上の二本のシルクロードの沿線国に対して，

中国はインフラ建設，産業おこしなどの分野に

協力する事業であり，2013 年に習近平主席が
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注：左は毎年の投資額，フロー。右は投資額のストック，世界全体に占める中国の割合と順位。

出所：UNCTAD World Investment Report。

図2 中国の対内対外投資と世界に占めるシェアの推移



提唱し，始めた。一帯一路はウィンウィンの結

果をもたらすので，多くの沿線国から支持を得

られた。また，一帯一路は中国にとっても企業

の海外進出，対外投資と輸出の拡大が期待され

る。

一帯一路は打ち出して実施し始めてからすで

に 8 年を経て，多くの成果を得ている。2021

年末現在，中国は 145ヵ国，32 の国際機関と，

「一帯一路の共同建設」に協力する 210 の協

定・覚書に調印した。これは一帯一路が世界中

に広く支持を受けていることを示している。

貿易の場合，中国と一帯一路沿線国の貿易は

急増し，対外貿易全体の伸び率をはるかに上回

るため，沿線国が占めるシェアも拡大してい

る。2013 年，中国の対沿線国貿易（輸出入合

計）は 1.04 兆ドルであり，全体に占める割合

が 25.0％であったが，2021 年に 1.8 兆ドルに

増え，シェアも 29.7％まで拡大した（図 3 の

左）。

直接投資の場合，一帯一路構想の実施によっ

て，中国から沿線国への投資も拡大し，非金融

分野において 2021 年に 200 億ドルを超え，中

国の対外投資全体に占める割合が 17.9％に上

昇した（図 3の右）。ちなみに，沿線国から中

国への投資も増加しており，2021 年に 112.5

億ドル，中国の対内投資全体に占める割合が

6.5％である。

一帯一路構想の重要な一環は沿線国のインフ

ラ建設に協力することである。その進展は中国

が沿線国で行う工事請負の状況から判断でき

る。沿線国での工事請負の新規受注件数と契約

額，また工事完成の売り上げ（受注した案件の

建設実施）はおおむね増加し，中国の対外工事

請負全体に占める割合は 5割を超えている（表

1）。すなわち，中国の対外工事請負の大半は

一帯一路沿線国で行われている。

一帯一路の成果のもう一つの側面は，「中欧

班列（CHINA RAILWAY Express，略称は

CRexpress）」という中国とヨーロッパ間のコ

ンテナの鉄道輸送定期便である。これは，既存
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注：左は貿易，貿易額は輸出入合計。右は直接投資，非金融分野。

出所：中国税関総署，商務部。

図3 中国の一帯一路沿線国との貿易（左）と対沿線国直接投資（右）



の鉄道を活用し，中国の鉄道部門が輸送，通関

手続きなどを一括して提供する中欧間鉄道輸送

サービスである。このような鉄道輸送は海運よ

り早く，空輸より安いため，各国に歓迎され，

日本でも中欧班列を活用する日欧間の貨物輸送

を始めている。中欧班列は 2011 年から始まっ

たが，一帯一路の実施に伴って急拡大し，2020

年に往復 12406便を運航し，113.5万個のTEU

を輸送したが，2021 年に 1.5万便，146万 TEU

に増えた1)。2022 年 3 月現在，中欧班列は中国

内の 29 の省・市と欧州 23カ国の 180都市の間

に鉄道輸送ネットワークが広がっている。

（2）人民元国際化への努力

人民元国際化は第 12 次 5ヵ年計画（2011〜

15 年）期間中政府が力を入れて推進する事業

である。中国の通貨人民元は未だに自由交換で

きる国際通貨ではない。一般的に，自由交換す

る国際通貨になる条件として，資本取引の自由

化と金利の自由化の実施である。2008 年の世

界金融危機の教訓から，中国は自国の金融市場

の安定を守るため，資本取引の自由化に慎重な

態度を取っていた。中国がとった戦略は，海外

で人民元の使用を推進し，流通の実績を先行さ

せ，人民元を国際的に利用される通貨にし，事

実上の国際通貨として，さらに決済通貨，基軸

通貨を目指すという方針であった。

人民元の国際化，すなわち人民の海外使用・

流通を促進するため，様々な措置を取った。第

1 に，中国人観光客に対して海外での人民元使

用を奨励し，諸外国との交渉を通じて，人民元

の海外使用と換金を特例として認め，人民元建

てのクレジットカード，銀聯カードが海外で使

えるようにした。第 2 に，資本取引の規制緩和

として，認可された一部の国内の機関投資家

（QDII，適格国内投資家）が海外の証券市場に，

認可された一部の国外の機関投資家（QFII，

適格国外投資家）が国内の証券市場に条件付き

で投資できるようにし，一部は人民元建てでも

行えるようにする（RQFII）。第 3 に，人民元

による貿易決済，対内対外直接投資に人民元の

使用の拡大を奨励する。第 4に，オフショア市

場における人民元の取引を拡大する。香港など

8ヵ国・地域に人民元のオフショア取引セン

ターを設立し，海外の二十数都市に人民元決済

センターを設け，人民元建ての預金，貸出，債

券の発行と取引，為替取引などの業務を行う。

第 5に，各国の中央銀行と結んだ通貨スワップ

協定を活用し，人民元の流動性を海外に供給す

る。第 6 に，十数カ国の通貨当局と協定を結

び，人民元は十数種類の通貨と直接取引し，米

ドルを通さない。同時に，国境を跨る人民元の

支払･決済システム CIPS（Cross-border Inter-

bank Payment System）を構築し，稼働させ

た。第 7に，外国政府や中央銀行にも人民元資

産を持たせ，準備通貨として人民元を利用して

もらう。
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表1 一帯一路沿線国での工事請負

単位：件，億ドル，％

新規契約 工事完成

案件数 契約額 シェア 売上額 シェア

2014 年 862.6 45.0 643.7 45.2

2015 年 3,987 926.4 44.1 692.6 45.0

2016 年 8,158 1,260.3 51.6 759.7 47.7

2017 年 7,217 1,443.2 54.4 855.3 50.7

2018 年 7,721 1,257.8 52.0 893.3 52.8

2019 年 6,944 1,548.9 59.5 979.8 56.7

2020 年 5,611 1,414.6 55.4 911.2 58.4

2021 年 6,257 1,340.4 51.9 896.8 57.9

注：シェアは中国の対外工事請負全体に占めるシェア。

出所：中国商務部。



人民元国際化の進展は 2015 年前後に一度

ピークに達したが，人民元の為替レートの下落

に伴って，その後人民元国際化の進展が停滞

し，むしろ後退した。2018 以降，再び進展し始

めた。2021 年人民元決済（物品貿易，サービ

ス貿易，対外投資と対内投資を含む）の合計金

額は 13.74 兆元であり，15 年の 9.55 兆元を上

回った2)。そのうち，21 年の物品貿易の決済額

は 5.77 兆元，貿易総額に占める割合は 14.8％

であるが，15 年の 6.37 兆元，25.9％には及ば

ない。また，国際銀行間通信協会（SWIFT）

のデータによると，2022 年 1 月，世界の決済

に使う通貨に人民元の割合は 3.2％，2015 年 8

月の 2.79％の記録を更新し，順位はドル，

ユーロ，ポンドに次いで 4位である3)。

（3）自由貿易協定と投資協定の推進

主要貿易相手国と自由貿易協定（FTA）を

結ぶことは，中国政府が推進している国家戦略

の一つである。2002 年に ASEAN（10ヵ国）

との FTAを結んだことを皮切りに，2022 年 3

月現在，中国は 28ヵ国・地域と 19 の FTA を

調印し，発効させている。なかには，グレード

アップの協定や第二段階の協定も含まれる。

FTA の相手国との貿易は中国の貿易総額に占

める割合，すなわち FTA のカバー率は 35％

である4)。

中国にとって最も重要で，しかもメリットが

大きい FTA は ASEAN 10ヵ国との FTA，

CAFTAであり，アジアの最初の地域 FTAで

ある。CAFTA は 2002 年に調印し，04 年に関

税の引き下げが始まり，ゼロ関税の正式実施は

2010 年から始まった。物品貿易のみならず，

サービス貿易協定，投資協定も調印された。

CAFTA のグレードアップ版は 2014 年から交

渉を開始し，15 年に調印し，19 年から発効し

た。金融，情報，インフラ整備面の協力などの

内容が含まれる。

また，中国が参加するアジア太平洋地域最大

規模の地域 FTA，RCEP（東アジア地域包括

的経済連携）は 2020 年に合意・調印され，22

年 1 月から発効した。RCEP には 15ヵ国が参

加し，中国にとって日本と初めての自由貿易協

定であり，メリットが大きいため，RCEP ヘの

期待も大きい。

ほかにも，中国は日中韓 3ヵ国 FTA の早期

締結に期待している。また，2021 年に CPTPP

（TPP11）への加盟申請を正式に提出した。

投資協定については，中国はおもに米国や

EU との投資協定を推進している。米中投資協

定（BIT）の場合，交渉は 2008 年からも始まっ

たが，2017 年まで計三十数回の交渉を行った

が，現在は中断している。一方，中国と EU間

の中欧投資協定は 2013 年から交渉開始に合意

し，計 35 回の交渉を経て，20 年末に交渉が完

了した。しかし，一部の国の反対で，同協定の

調印と実施は未定である。

2．対外開放を深化する政策措置

（1）自由貿易実験区

自由貿易を推進し，国内の産業の開放と競争

力を向上させるため，中国は自由貿易実験区を

設けた。中国は高水準の FTAに参加すること

に備えて，さらなる開放による国内の産業と経

済への衝撃を軽減するため，開放と規制緩和の

政策措置を実験区でテストを行い，成功すれば

他地域に移行し，さらに全国に普及することが

目的である。

2013 年，上海自由貿易実験区が設立された。

同実験区は主に以下の分野に政策のテストを実
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行した。まず，外資導入の許可分野で従来のポ

ジティブリストからネガティブリストに変更

し，しかもネガティブリストの禁止項目を徐々

に削減する。同時に，外資による投資案件は許

可制から届出制に転換する。次に，サービス分

野，とくに金融，海運など 18 分野を外国投資

に開放する。第 3に，金融自由化を促進し，企

業が人民元と外貨建ての口座に資金を自由に振

替できる。第 4に，実験区内に企業を新設する

際，手続きを簡素化し，従来の許可制を届出制

に変更する。第 5に，通関手続きを簡素化し，

フリーポートの制度を導入し，一部の輸入商品

の関税を撤廃し，ゼロ関税の輸入品を販売する

免税店を区内に設置する。

上海での実験は成功を収めた。2015 年から，

上海の実験で得た経験を全国に広げ始めた。外

資導入のネガティブリストを国レベルで実施し

た。15 年 4 月から，上海実験区の拡大と広東

省，天津市と福建省に実験区の新設を決めた。

その後，実験区がさらに拡大し，2022 年 3 月

現在 21 の省・市に自由貿易実験区を設けてお

り，テスト範囲も拡大している。

（2）海南フリーポートの建設

中国政府は 2020 年 6 月に，海南省，すなわ

ち海南島全域を中国本土初のフリーポート（自

由貿易港）にすると決定した。海南島でフリー

ポートの政策と制度を実施し，ヒト・モノ・カ

ネの自由流動を実現し，人材と産業を誘致し，

「第二の香港」を目指す。具体的には，住民が自

由に出入国でき，国内外から人材を誘致する。

輸入商品にゼロ関税が適用される。金融資産は

オフショア資産と見なし，国際市場に投資・運

用できる。低税制を実施し，法人税と個人所得

税を 15％まで抑える。上記の各種政策の実施

は現在準備中にあり，2025 年から本格的に実

施する予定である。

（3）外資導入のネガティブリスト

前述したように，外資導入のネガティブリス

トは最初に上海自由貿易実験区でテスト実施さ

れた政策措置であったが，その成功により，全

国で実施し始めた。外国企業の投資申請につい

ては，従来「外商投資産業指導目録」に基づい

て審査と認可を行っていたが，2015 年からネガ

ティブリストに切り替えた。すなわち，禁止リ

ストにない産業は投資可能な産業となる。2016

年以降ネガティブリストが毎年改訂，公表され

る。最新の 2021 年版は特別管理措置（禁止）

の対象となる産業は，全国に適用する場合 31

項目，各自由貿易実験区に適用する場合は 27

項目まで減少した。

一方，サービス産業の外資に対するネガティ

ブリストは海南フリーポートの一環として，

2021 年に初めて策定されたが，今後，他の自

由貿易実験区そして全国に適用するサービス業

の外資に適用するネガティブリストが整備され

ていく。

3．貿易に関する新たな政策措置

（1）輸入促進

中国は輸出促進を国策として推進してきた。

しかし，輸出の拡大により貿易不均衡が拡大

し，諸外国との貿易摩擦を招く一因となった。

輸入を如何にして拡大するかは中国の政策課題

となった。2014 年，中国政府は輸入を強化す

る 8項目の政策措置を策定し，輸入促進戦略を

実施し始めた。

2017 年，第 1 回一帯一路サミットの開幕式

で，習近平主席は毎年輸入博覧会を開くと宣言
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した。2018 年 11 月，初回の中国国際輸入博覧

会（CIIE）が上海で開催され，習近平主席は

開幕式に出席した。初回の博覧会に 130 以上の

国・地域から 3000社余りの外国企業が出展し，

成約額は 578 億ドルであった。2021 年 11 月に

開催された第 4回輸入博覧会には，コロナの影

響があったにもかかわらず，127ヵ国・地域の

2900社の企業が出展し，成約額は 707 億ドル

にのぼった。

（2）越境ECを奨励

対外貿易の新業態・新モデルを育成する一環

として，越境 EC を発展させる。税関の手続き

の簡素化，越境 EC の輸入商品リスト（自由貿

易実験区ではネガティブリスト）の適用，国内

に越境 EC 総合実験区を設立し，海外に越境

EC専用の倉庫を建設する，などの政策措置が

実施された。国内に越境 EC 総合実験区は

2015 年から設け始めて，2022 年 3 月まで計 6

回認可リストを発表し，国内 132都市に及ぶ。

越境 EC のための交易商談会は 2021 年から広

州で行い，今後定期的に開く。

税関が発表した統計によると，2021 年に越

境 EC の輸出入合計は 1.98 兆元，うち輸出は

1.44 兆元，前年比それぞれ 15％，24.5％増加

し，中国の対外貿易全体にそれぞれ 5.1％，

6.6％を占める。ちなみに，税関の発表は税関

が管理対象となる越境 ECプラットフォームが

行う輸出入に限るが，シンクタンクの推計では

越境EC全体の市場規模は 12 兆元を超える5)。

Ⅲ 問題点と困難

この 10 年において，中国の対外経済関係は，

上記の様々な施策により，大きく発展してい

る。しかしいま現在も，様々な困難に直面し，

問題を抱えている。これは，対外経済関係のさ

らなる発展を妨げる一方，今後の政策の方向性

も示した。

1．米中経済摩擦の悪影響

トランプ政権が登場すると，米国が中国との

貿易不均衡を問題視し，中国に対して貿易制裁

を発動し，中国のハイテク企業に対しても様々

な名目で制裁措置を実施した。バイデン政権も

対中制裁措置を引き継ぎ，制裁の撤廃はおろか

むしろ拡大している。

米国の対中制裁は貿易分野に止まらず，経済

の様々な分野に及び，貿易摩擦が経済摩擦に拡

大している。中国が国際貿易のルールに違反し

たという口実から，貿易のみならず，技術獲得

のチャンネルを断ち，中国の発展を遅らせ，米

国をキャッチアップする可能性をなくすという

ことが米国の本音であろう。しかも，バイデン

政権は同盟国の力を結集して，中国を封じ込め

ようとしている。

米中貿易摩擦は中国に大きなマイナス影響を

もたらしている。貿易だけなら影響が限られて

いる。中国の貿易統計によると，2018，19 年

の対米輸出と輸入がいずれも前年割れとなった

が，2020 年に拡大に転じ，2021 年には前年比

大幅に増加した。しかし，米中貿易摩擦，とく

に中国企業に対する制裁は中国のサプライ

チェーンを大きく混乱させている。この影響は

今後も続くであろう。

2．コロナの影響

中国は新型コロナ感染症の影響を最初に受け

たが，ゼロ感染という厳しい対策を迅速かつ徹

底的にとったため，いち早くコロナの打撃から
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抜け出した。2020 年に中国経済は主要経済体

のなか，唯一経済成長を達成し，輸出もプラス

成長を維持したが，2021 年には経済成長と輸

出入の高い成長を維持した。20 年と 21 年に

は，世界の主要国経済はロックダウンなどの影

響で停滞し，経済回復が著しい中国に物質の供

給を依存したため，中国の高成長が達成され

た。しかし，2022 年は状況が一変した。日米

欧などの主要経済体は相次いでコロナの予防措

置を緩和したため，経済活動も回復しつつあ

る。一方，中国はゼロ感染を固く守るため，多

数の都市はロックダウンをせざるを得なくな

り，経済活動が完全に止まってしまったところ

が多い。この影響により，2022 年は中国の対

外経済活動はある程度停滞し，世界にも影響を

及ぼすであろう。

3．ロシアの影響

中国の対経済関係において，ロシアとの関係

は重要であるが，不可欠なものではない。ただ

し，エネルギーの安定供給，中欧班列の経由地

の役割は代替できない存在である。

しかし，ロシアとウクライナの戦争により，

ロシアは先進国による制裁が科され，西側諸国

との経済関係はほぼ断絶された。中国は対ロシ

ア制裁に加わる可能性は小さいが，ロシア制裁

の影響を受け，とくにロシアを経由する欧州と

の様々な経済活動が停滞するであろう。2022

年 4 月現在，中欧班列の運行は止まっていない

が，一部の国際物流会社でコンテナ輸送を受け

付けない動きがある6)。今後，ロシア，ペラ

ルーシ，ポーランド及びバルト三国経由の中欧

班列が中断される可能性が高い。そうなれば，

中欧班列のみならず，中国の輸出入，越境 EC

が大きな打撃を受けるであろう。

Ⅳ 対外経済関係の政策目標と

今後の展望

この 10 年間の成果を踏まえ，また抱える問

題点に直面して，中国は今後，対外経済関係分

野において，どのような政策措置を新たにとる

か。とくに今年は党大会が開催予定であり，指

導部の交代がありうるが，少なくても 10 年間

務めた政府首脳の李克強総理は引退する可能性

が大きい7)。政府首脳の交代は政策の変化をも

たらすはずである。

ここでは，対外経済関係分野に限って，今後

の政策を展望する。短期的な政策を今年 3月開

催された全人代の政府報告（施政演説，所信表

明に相当），中長期的な政策を昨年から実施し

始めた第 14 次 5ヵ年計画をもとに検証したい。

1．中長期的な目標とサポート策

中国は 5年ごとに中長期計画を策定し，実施

する。現在遂行中のものは 2021 年から実施し

始めた「国民経済・社会発展第 14 次 5ヵ年計

画と 2035 年長期目標綱要」である。

この 5ヵ年計画の第 12編，40〜42章は対外

開放と国際協力，すなわち対外経済関係の内容

である。そのうち，第 40章は高水準の開放型

経済新体制，第 41章は一帯一路，第 42章はグ

ローバルガバナンスと，政策目標と措置をそれ

ぞれ示したが，詳細な内容を以下のようにまと

めることができる。

第 1に，高水準の開放型経済新体制を建設す

る（第 40章の主要内容）。

制度型開放の推進として，外資に対して認可

前の国民待遇とネガティブリストの管理を健全

化し，サービス貿易のネガティブリストを整備
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し，金融分野（銀行，証券，保険，基金，先物）

の対外開放，内外金融市場の互連互通を推進

し，人民元国際化を穏便に慎重的に推進する。

対外開放の地域政策として，対外開放のプ

ラットフォームの機能を強化し，自由貿易実験

区の配置を健全化し，海南フリーポートの建設

と立法を推進する。国境地域の開発開放実験

区，辺境合作区，跨境合作区，内陸の開放実験

区と口岸（通関ゲートの所在地域）の建設を推

進する。

対外開放の安全保障として，経済貿易の摩擦

に対応し，産業損害の早期警戒体制を健全化

し，貿易調整支援，貿易救済などの政策ツール

を充実する。外国投資に対して，国家安全審

査，独占禁止審査，技術安全リスト管理，エン

ティティリスト（不可靠実体清単）などの制度

の健全化を図る。重要な資源と製品のグローバ

ルサプライチェーンの早期警戒体制を構築し，

サプライチェーン保障の国際協力を強化する。

第 2に，高品質の一帯一路の共同建設を推進

する（第 41章の主要内容）。

中国と沿線国の発展戦略や政策の接続（対

接），協定の実施・履行・拡大を図る。投資保

護協定，二重課税防止協定を締結し，税関・税

収・監督管理の協力，一体化通関の実現を促進

する。規則の接続について，融資，貿易，エネ

ルギー，デジタル情報，農業などに範囲を広げ

る。

インフラ整備の互連互通を推進する。経済回

廊，鉄道（中欧班列），港湾，情報幹線をもと

に，国際貿易の陸海新通路を構築する。

貿易投資の協力のグレードアップを目指す。

越境 EC，国際産能合作，第三国市場協力の深

化，サプライチェーンの構築などを通じて，双

方向の貿易と投資を拡大させる。投融資の金融

協力を推進する。

第 3に，グローバルガバナンスに積極的に参

加する（第 42章の主要内容）。

多国的な経済ガバナンスを維持し，守る。多

国的な貿易体制を維持し，WTO改革に参加す

る。G20，APEC，BRICSなどに積極的に参加

し，ガバナンスにより大きな役割を果たす。

AIIB，NDB（BRICSの新開発銀行）などによ

り，国際金融ガバナンスに参加する。

高水準の FTA ネットワークを構築する。

RCEPの実施を推進し，日中韓 FTA の交渉を

加速し，CPTPPへの参加を積極的検討する。

良好な外部環境を構築する。グロバルパート

ナーシップ関係，大国の協調と協力，周辺関

係，途上国との協力を推進する。多国主義と共

商共建共享の原則を堅持し，国連中心の国際体

系と国際法に基づく国際秩序を維持する。

2．年度目標は安定を保つ

今年 3月の全人代に李克強総理が行った政府

報告では，政府対外経済分野における今年の目

標を「高水準の対外開放を拡大し，対外貿易と

外資の安定的な発展を推進する」としている。

具体的には以下の内容が含まれる。

第 1に，対外貿易を安定させるための措置で

ある。輸出信用保険，輸出金融，外貨決算，税

還付の強化により，企業の輸出受注を安定化さ

せる。対外貿易の新業態として，越境 EC の役

割を強化し，海外倉庫の建設を支持する。物品

とサービスの輸入を拡大する。越境サービス貿

易のネガティブリストの実施を推進する。また

通関の利便性向上，国際物流システムの整備を

促進し，対外貿易のコスト削減と効率向上を図

る。

第 2に，積極的な外資導入について，外資に
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対するネガティブリストを深化させ，外資系企

業の内国民待遇を実施する。外資の投資範囲を

拡大させ，ミドル・ハイエンド製造業，研究開

発，現代サービス業などの分野と中西部，東北

地域への投資を支持する。自由貿易実験区と海

南フリーポートの建設を推進する。

第 3に，対外的には，高品質の一帯一路を共

同建設し，協力の新分野を徐々に拡大する。西

部陸海新通路の建設を推進する。対外投資と国

際協力を秩序よく推進し，海外のリスクを有効

に防ぐ。

第 4 に，地域的経済協力を深化する。RCEP

は世界最大規模の FTAを形成したため，企業

による優遇関税，原産地規則の活用，貿易と投

資の協力の拡大を支持する。より多くの国や地

域と高水準の自由貿易協定の締結を推進する。

多国間貿易体制を守り，WTOの改革に積極的

に参加する。

3．今後の展望

以上では，対外経済関係分野における中国の

この 10 年間の実態，中長期（5ヵ年計画）と短

期（年度）の政策動向を見た。これに基づい

て，中国の対外経済関係の政策と実施につい

て，今後の方向性を展望できる。

今年後半に党大会が開催されるが，現在の指

導部は 10 年の任期を迎えるが，習近平主席は

再任される公算だが，政府の首脳（総理）が指

導部から退き，来年 3月に交代する予定だ。政

府首脳が交代しても，最高指導者の習近平氏が

再任されれば，政策方針は継続されるであろ

う。

対外経済関係分野では，基本的にこの 10 年

の成果を踏まえて政策の持続性が持たれるであ

ろう。いくつかの側面に変化もしくは強化が予

想できる。

まず，変化の一つは，「高品質，高水準」を

求めるようになった。国内経済には量から質の

転換を図っているが，対外経済分野にも求め

る。例えば，一帯一路に関して，2019 年 4 月に

開催した第 2回一帯一路サミットで習近平主席

は，「高品質で一帯一路を共同建設」をタイト

ルとする開幕式講演を行った。その後，中国は

一帯一路を論ずる際，必ず「高品質」という形

容詞を付ける。また，地域 FTAの場合も高水

準を追求するようになっている。日中韓 3ヵ国

FTA，RCEPに対しては高水準の FTAという

期待を込めているが，CPTPPへの加盟もその

高水準に着目している。

次に，貿易の安定化を守ることは引き続き努

力するミッションである。対外貿易分野に，コ

ロナの影響及び米国の対中制裁の影響によっ

て，サプライチェーンが混乱に陥り，輸出入が

不安定な状況にある。これに対応して，貿易の

安定化を維持するため，様々な対策が実施され

た。貿易が不安定させた内外の要因は引き続き

存在しているため，安定化対策は今後もさらに

強化されるであろう。

第 3 に，強化される制裁から守ることであ

る。米国のみならず，その同盟国である西側全

体から制裁され，封じ込みの対象とされている

現状に加えてウクライナ侵攻によりロシアが受

けた厳しい制裁から，中国は経済摩擦に対応す

る防衛策，安全保障策，反撃措置などの策定と

実施に力をさらに入れていくであろう。

第 4に，摩擦や制裁から守るため，グローバ

ルガバナンスにより期待し，自らもさらに積極

的に参加するであろう。貿易，金融など国際機

関，多国間メカニズム，地域間経済協力と自由

貿易にさらなる働きかけをし，自らもより積極
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的に参加するであろう。
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